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滋賀文教短期大学学則 

 

第１章 総則 

 

（目的） 

第１条 本学は、教育基本法及び学校教育法に則り、広い教養を基盤として文学特に国語、国

文学並びに初等教育に関する実際に則した専門的な技術と教養を積ましむることを目的とし

て、将来文化国家人類の福祉に貢献し得る優良な社会人を育成することを使命とする。 

（自己評価等） 

第２条 本学は、教育水準の向上を図り、目的及び社会的使命を達成するため、教育研究活動

等の状況について自ら点検及び評価を行う。 

２ 前項の点検及び評価を行うにあたっての項目の設定、実施体制等については別に定める。 

（教育内容等の改善のための組織的な研修等） 

第３条 本学は、授業の内容及び方法の改善を図るための組織的な研修及び研究（ファカルティ

・ディベロップメント、以下「ＦＤ」という。）を実施する。 

２ ＦＤに関する必要な事項は、別に定める。 

 

第２章 学科、学生定員及び修業年限 

 

（学科及び学生定員） 

第４条 本学において設置する学科及びその学生定員は次のとおりとする。 

学     科   入学定員   収容定員 

        国 文 学 科    ５０人   １００人 

        子ども学 科    ５０人   １００人 

２ 前項の各学科における人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的は、別表第５に

これを定める。 

（修業年限及び在学年限） 

第５条 本学の修業年限は２年とする。 

２ 学生は４年を超えて在学することはできない。 

 

第３章 学年、学期及び休業日 

 

（学年） 

第６条 学年は４月１日に始まり、翌年３月31日に終る。 

（学期） 

第７条 学年を次の２学期に分ける。 

       春学期 ４月１日から９月30日まで 

       秋学期 10月１日から翌年３月31日まで 

（休業日、授業期間） 

第８条 休業日は、次のとおりとする。 



- 2 - 

       土曜日 

       日曜日 

       国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日 

       本学の創立記念日 ５月２日 

       春期休業日 ３月20日から３月31日まで 

       夏期休業日 ８月１日から９月30日まで 

       冬期休業日 12月25日から１月７日まで 

２ 必要がある場合、学長は、前項の休業日を臨時に変更することができる。 

３ 第１項に定めるもののほか、学長は、臨時の休業日を定めることができる。 

４ １年間の授業期間は、定期試験等の期間を含め、３５週にわたることを原則とする。 

 

第４章 入学、退学及び休学 

 

（入学の時期） 

第９条 入学の時期は学年の始めとする。 

２ 前項の他にも、必要と認めた場合は、学期の区分に従い入学することができる。 

（入学資格） 

第１０条 本学に入学することのできる者は、次の各号の一に該当する者とする。 

（１） 高等学校若しくは中等教育学校を卒業した者 

（２） 通常の課程による１２年の学校教育を修了した者 

（３） 外国において、学校教育における１２年の課程を修了した者又はこれに準じる者で

文部科学大臣の指定した者 

（４） 文部科学大臣が高等学校の課程と同等の課程を有するものとして認定した在外教育 

施設の当該課程を修了した者 

（５） 文部科学大臣の指定した者 

（６） 大学入学資格検定規程（昭和２６年文部省令第１３号）による大学入学資格検定に

合格した者 

（７） 高等学校卒業程度認定試験規則による高等学校卒業程度認定試験に合格した者 

（８） その他大学において、高等学校を卒業した者と同等以上の学力があると認めた者で、

１８歳に達した者 

（入学の出願） 

第１１条 本学に入学を志願する者は、本学所定の書類に検定料を添えて提出しなければなら

ない。提出の時期、方法、提出すべき書類等については別に定める。 

（入学者の選考） 

第１２条 前条の入学志願者について、別に定めるところにより、選考を行う。 

（入学手続及び入学許可） 

第１３条 前条の選考の結果に基づき合格の通知を受けた者は所定の期日までに、誓約書その

他本学所定の書類を提出するとともに、所定の入学料を納付しなければならない。 

２ 学長は、前項の入学手続きを完了した者に入学を許可する。 

（転学） 
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第１４条 本学に転学を志願する者があるときは、選考のうえ、相当年次に入学を許可するこ

とがある。 

２ 前項の規定により入学を許可された者の既に修得した授業科目及び単位数の取扱い並びに

年数については学長が、教授会に意見を求め、これを参考に決定する。 

（退学） 

第１５条 退学しようとする者は、保証人と連署のうえ、学長に願い出て、その許可を受けな

ければならない。 

（休学） 

第１６条 疾病その他やむを得ない事情により３カ月以上修学することのできない者は、保証

人と連署のうえ、学長に願い出て、その許可を得て休学することができる。 

２ 疾病のため修学することが適当でないと認められる者については、学長は休学を命ずるこ

とができる。 

（休学の期間） 

第１７条 休学の期間は１年を超えることができない。ただし、特別の事由がある場合は、引

き続き更に１年まで延長することができる。 

２ 休学の期間は通算して２年を超えることができない。 

３ 休学の期間は第５条第２項の在学年限に算入しない。 

（復学） 

第１８条 休学期間中にその理由が消滅した場合は、学長の許可を得て復学することができる。 

（除籍） 

第１９条 次の各号の一に該当する者は、学長が、教授会に意見を求め、これを参考に除籍す 

る。 

（１） 第５条第２項に定める在学年限を超えた者 

（２） 第１７条第２項に定める休学の期間を超えてなお修学できない者 

（３） 授業料等の納付を３カ月以上怠り、督促してもなお納付しない者 

（４） 長期間にわたり行方不明の者 

（復籍） 

第２０条 前条第３号により除籍された者が、復籍を願い出た場合は、学長が、教授会に意見

を求め、これを参考に復籍を許可することができる。 

 

第５章 教育課程 

 

（教育課程及び授業科目） 

第２１条 本学の教育課程は、別表第１のとおりとする。 

第２２条 前条に定めるもののほか司書及び司書教諭に関する科目を置く。 

２ 授業科目の種類及び単位数等は別表第２のとおりとする。 

第２３条 前２条に定めるもののほか国文学科の専門科目に外国人留学生に関する科目を置く

ことができる。 

（単位の計算方法） 

第２４条 各授業科目の単位数は、１単位の授業科目を４５時間の学修を必要とする内容をもっ
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て構成することを標準とし、授業の方法に応じ、当該授業による教育効果、授業時間外に必 

要な学修等を考慮して、次の基準により計算するものとする。 

（１） 講義については１５時間の授業をもって１単位とする。ただし、別に定める授業科

目については３０時間の授業をもって１単位とする。 

（２） 演習については３０時間の授業をもって１単位とする。ただし、別に定める授業科

目については１５時間の授業をもって１単位とする。 

（３） 実験、実習及び実技については４５時間の授業をもって１単位とする。ただし、別

に定める授業科目については３０時間又は４０時間又は６０時間の授業をもって１単位

とする。 

（単位の授与） 

第２５条 授業科目を履修し、その試験に合格した者は、所定の単位を与える。 

２ 授業科目の出席時数が、開講時数の３分の２未満の者については、原則として単位認定を

行わない。ただし、資格取得要件等において、別に出席時数に定めがある場合は、単位認定

に必要な出席時数を別に定める。 

３ 公欠及び忌引きの期間は出席時数に含める。 

（学習の評価） 

第２６条 試験等の評価は秀、優、良、可、不可（Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ等）をもって表し、可 

（Ｃ等）以上を合格とする。 

 

第６章 卒業等 

 

（卒業の要件） 

第２７条 本学を卒業するためには、学生は２年以上在学し、次の各号に定めるところにより

６３単位以上を修得しなければならない。 

（１） 教養科目については、国文学科は１３単位以上を、子ども学科は１３単位以上を修 

得するものとする。 

（２） 専門科目については、国文学科は５０単位以上を、子ども学科は５０単位以上を修

得するものとする。 

２ 第１項の規定により卒業の要件として修得すべき単位数のうち、第５２条第２項の授業の

方法により修得する単位数は、３０単位を超えないものとする。 

（卒業） 

第２８条 本学に２年以上在学し、本学則に定める授業科目及び単位数を修得した者について

は、学長が、教授会に意見を求め、これを参考に卒業を認定する。 

（学位） 

第２９条 前条の規定により卒業した者には、本学学位規程の定めるところにより短期大学士

の学位を授与する。 

（資格の取得） 

第３０条 本学において取得することができる資格及び免許状の種類は次のとおりとする。 

       学  科  名       資格及び免許状の種類 

       国 文 学科       司書資格、認定絵本士、実践キャリア実務士 
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キャンプインストラクター資格 

 

       子ども学科       小学校教諭二種免許状、幼稚園教諭二種免許状 

                   保育士資格、司書教諭資格 

キャンプインストラクター資格 

２ 教育職員免許状を取得しようとする者は、第２７条に規定する卒業の要件を充足し、かつ、

教育職員免許法および同施行規則に定める科目及び単位を修得しなければならない。 

３ 司書の資格を取得しようとする者は、第２７条に規定する卒業の要件を充足し、かつ、図

書館法施行規則に定める科目及び単位を修得しなければならない。 

４ 司書教諭の資格を取得しようとする者は、第２７条に規定する卒業の要件を充足し、かつ、 

学校図書館法に基づき司書教諭講習規程に定める科目及び単位を修得しなければならない。 

５ 保育士の資格を取得しようとする者は、第２７条に規定する卒業の要件を充足し、かつ、

児童福祉法及び同施行規則等に定める科目及び単位を修得しなければならない。 

６ 認定絵本士の称号を得ようとする者は、国立青少年教育振興機構に事務局を置く、絵本専

門士委員会が定める「認定絵本士養成講座カリキュラムに関するガイドライン」に基づき、

本学が開講する科目及び単位を修得しなければならない。 

７ 実践キャリア実務士の資格を取得しようとする者は、一般財団法人全国大学実務教育協会

が定める実践キャリア実務士資格認定規程に基づき、本学が定める科目及び単位を修得し、

資格到達目標を達成しなければならない。 

８ キャンプインストラクター資格を取得しようとする者は、次の条件を満たす必要がある。 

① 公益社団法人日本キャンプ協会が定めるカリキュラムに基づき、本学が定める科目及

び単位を修得すること。 

② 公益社団法人日本キャンプ協会が定めるカリキュラムに基づき、本学が実施する養成

プログラムの受講を完了すること。 

③ 公益社団法人日本キャンプ協会が指定する最終試験に合格すること。 

 

（他の短期大学又は大学における授業科目の履修等） 

第３１条 本学は、教育上有益と認めるときは、学生が他の短期大学又は大学において履修し

た授業科目について修得した単位を、１５単位を超えない範囲で本学における授業科目の履

修により修得したものとみなすことができる。 

２ 前項の規定は、学生が外国の短期大学又は大学に留学する場合に準用する。この場合修得

したものとみなすことのできる単位数は、前項及び本項の単位数と合わせて３０単位を超え

ないものとする。 

（短期大学又は大学以外の教育施設等における学修） 

第３２条 本学は、教育上有益と認めるときは、学生が行う短期大学又は高等専門学校の専攻

科における学修その他文部科学大臣が別に定める学修を、本学における授業科目の履修とみ

なし、単位を与えることができる。 

２ 前項により与えることができる単位数は、前条第１項により修得したものとみなした単位

数と合わせて１５単位を超えないものとする。 

（入学前の既修得単位の認定） 
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第３３条 本学は、教育上有益と認めるときは、学生が入学する前に短期大学又は大学におい

て履修した授業科目について修得した単位を、入学後の本学における授業科目の履修により

修得したものとみなすことができる。 

２ 学生が入学する前に行った前条第１項に規定する学修を、本学における授業科目の履修と

みなし、単位を与えることができる。 

３ 前２項により修得したものとみなし、又は与えることのできる単位数は、転学等の場合を

除き、本学において修得した単位以外のものについては、合わせて３０単位を超えないもの

とする。 

 

第７章 検定料、入学料、授業料 

 

（検定料等の金額） 

第３４条 本学の検定料、入学料、授業料、教育充実費の金額は別表第４に定める。 

２ 学校法人松翠学園併設高等学校及び外国人留学生規程第３条に該当する者の入学者の検定

料、入学金、授業料、教育充実費の金額は別に定める。 

（授業料等の納入期） 

第３５条 授業料等は年額の２分の１を次の２期に分けて納入しなければならない。ただし、

特別の事情があると認められる者は、延納又は分納を認めることがある。 

       春学期  納期  ４月１日から４月15日 

       秋学期  納期  10月１日から10月15日 

（退学、停学及び休学の場合の授業料等） 

第３６条 学期の中途で退学し又は除籍された者の当該期分の授業料等は徴収する。 

２ 停学期間中の授業料等は徴収する。 

３ 休学期間中の授業料等は免除する。ただし、別途在籍料を徴収する。 

（学年の中途で卒業する場合の授業料） 

第３７条 学年の中途で卒業する見込みの者は、卒業する見込みの月まで授業料を納付するも

のとする。 

（納付した授業料等） 

第３８条 納付した検定料、入学料及び授業料等は原則として返付しない。 

 

第８章 教職員組織 

 

（職員組織） 

第３９条 本学には学長、教授、准教授、助教、助手、事務局長、事務職員、その他必要な職

員を置く。 

２ 本学には、前項のほか、副学長、学科長、講師、技術職員その他必要な職員を置くことが

できる。 

 

第９章 教授会 
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（教授会） 

第４０条 本学に教授会を置く。 

（教授会の構成と審議事項） 

第４１条 教授会は、学長、教授、准教授、講師、助教及び事務局長をもって組織する。 

２ 学長は、必要に応じて、他の教職員を教授会に加えることができる。 

３ 教授会は、学長が次の各号に掲げる事項について決定を行うに当たり意見を述べるものと

する。 

（１） 学生の入学、卒業及び課程の修了 

（２） 学位の授与 

（３） 前２号に掲げるもののほか、学長及び学科長その他の委員会が置かれる組織の長が

つかさどる教育研究に関する事項について審議し、及び学長の求めに応じ、意見を述べ

ることができる。 

 

第１０章 科目等履修生、特別聴講学生、研究生、委託生及び外国人留学生 

 

（科目等履修生） 

第４２条 本学の授業科目の履修を希望する者があるときは、本学の教育に支障のない限りに

おいて科目等履修生として履修を許可することがある。 

２ 科目等履修生には、第２５条及び第２６条の規定を準用して単位を与えることができる。 

３ 科目等履修生に関して必要な事項は別に定める。 

（特別聴講学生） 

第４３条 他の短期大学又は大学の学生で、本学において授業科目の履修を希望する者がある

ときは、本学の教育に支障のない限りにおいて、選考のうえ、特別聴講学生として授業科目

の履修及び単位の修得を認めることができる。 

２ 特別聴講学生に関して必要な事項は別に定める。 

（研究生） 

第４４条 本学において特定の事項について研究しようとする者があるときは、本学の教育に

支障のない限りにおいて、選考のうえ、研究生として入学を許可することがある。 

２ 研究生に関して必要な事項は別に定める。 

（委託生） 

第４５条 他の機関より本学において履修する者を委託する願いがあるときは、選考のうえ、 

委託生として入学を許可することがある。 

２ 委託生に関して必要な事項は別に定める。 

（外国人留学生） 

第４６条 外国人で、短期大学等において教育を受ける目的をもって入国し、本学に入学を志

願する者があるときは、選考のうえ、外国人留学生として入学を許可することがある。 

２ 外国人留学生に関して必要な事項は別に定める。 

 

第１１章 賞罰 

 



- 8 - 

（表彰） 

第４７条 学生として表彰に値する行為があった者は、学長が、教授会に意見を求め、これを

参考に表彰する。 

（罰則） 

第４８条 本学の規則に違反し、又は学生としての本分に反する行為をした者は、学長が、教

授会に意見を求め、これを参考に学長が懲戒する。 

２ 前項の懲戒の種類は、退学、停学、戒告及び訓告とする。 

３ 前項の退学は次の各号の一に該当する学生に対して行う。 

（１） 性行不良で改善の見込みがないと認められる者 

（２） 学力劣等で成業の見込みがないと認められる者 

（３） 正当な理由がなくて出席常でない者 

（４） 本学の秩序を乱し、その他学生としての本分に著しく反した者 

 

第１２章 公開講座 

 

（公開講座） 

第４９条 本学には公開講座を開設することができる。 

 

第１３章 図書館 

 

（図書館） 

第５０条 本学に図書館を置く。 

２ 図書館に関する規定は、別に定める。 

 

第１４章 厚生施設 

 

（学生寮） 

第５１条 本学に学生寮を置く。 

２ 学生寮に関する規定は、別に定める。 

      

第１５章 授業の方法 

 

（授業の方法） 

第５２条 授業は、講義、演習、実習もしくは実技のいずれかにより又はこれらの併用によっ 

て行うものとする。 

２ 文部科学大臣が別に定めるところにより、前項の授業を、多様なメディアを高度に利用し

て、当該授業を行う教室等以外の場所で履修させることができる。 

３ 前項の授業の方法により修得することができる単位数は、３０単位を超えないものとする。 

 

附 則   
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この学則は、昭和27年４月１日から施行する。 

   附 則       

この変更学則は、昭和33年４月１日から施行する。 

   附 則      

 この変更学則は、昭和34年４月１日から施行する。 

   附 則      

 この変更学則は、昭和37年４月１日から施行する。 

   附 則       

この変更学則は、昭和47年４月１日から施行する。 

   附 則  

この変更学則は、昭和50年４月１日から施行する。 

   附 則  

 この変更学則は、昭和51年４月１日から施行する。 

   附 則       

この変更学則は、昭和53年４月１日から施行する。 

   附 則  

この変更学則は、昭和55年４月１日から施行する。 

   附 則 

この変更学則は、昭和56年４月１日から施行する。 

   附 則  

この変更学則は、昭和57年４月１日から施行する。 

   附 則  

この変更学則は、昭和58年４月１日から施行する。 

   附 則  

 この変更学則は、昭和59年４月１日から施行する。 

   附 則  

 この変更学則は、昭和60年４月１日から施行する。 

   附 則  

 この変更学則は、昭和61年４月１日から施行する。   

 なお、第３条に規定する学生定員は、平成９年度までの間は、次のとおりとする。 

    年度 

学科 

昭和６１年度 昭和62年度～平成8年度 平成９年度 

入学定員 収容定員 入学定員 収容定員 入学定員 収容定員 

 

国 文 科 

初等教育科 

計 

人 

８０ 

５０ 

１３０ 

人 

１２０ 

１００ 

２２０ 

人 

８０ 

５０ 

１３０ 

人 

１６０ 

１００ 

２６０ 

人 

４０ 

５０ 

９０ 

人 

１２０ 

１００ 

２２０ 

   附 則 

この変更学則は、昭和62年４月１日から施行する。 

   附 則   

 この変更学則は、昭和63年４月１日から施行する。 
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   附 則    

 この変更学則は、平成元年４月１日から施行する。 

   附 則  

 この変更学則は、平成２年４月１日から施行する。 

   附 則  

 この変更学則は，平成３年４月１日から施行する。 

 （ただし、入学検定料については、平成３年度入学検定より適用する） 

   附 則      

 この変更学則は、平成５年４月１日から施行する。 

 （ただし、第３２条の授業料については、平成６年度入学生より適用する） 

   附 則      

この変更学則は、平成６年４月１日から施行する。 

   附 則  

 この変更学則は、平成７年４月１日から施行する。 

   附 則       

この変更学則は、平成８年４月１日から施行する。 

（ただし、第３２条の校費については、平成８年度入学生より適用する） 

   附 則      

この変更学則は、平成９年４月１日から施行する。 

 （ただし、第３２条の授業料については、平成９年度入学生より適用する） 

 なお、第３条に規定する学生定員は、平成１２年度までの間は、次のとおりとする。 

    年度 

学科 

平成９年度 平成10年度～平成11年度 平成１２年度 

入学定員 収容定員 入学定員 収容定員 入学定員 収容定員 

 

国 文 科 

初等教育科 

計 

人 

６０ 

５０ 

１１０ 

人 

１４０ 

１００ 

２４０ 

人 

６０ 

５０ 

１１０ 

人 

１２０ 

１００ 

２２０ 

人 

４０ 

５０ 

９０ 

人 

１００ 

１００ 

２００ 

   附 則 

この変更学則は、平成10年４月１日から施行する。 

   附 則    

この変更学則は、平成11年４月１日から施行する。 

   附 則   

この変更学則は、平成12年４月１日から施行する。 

 なお、第３条に規定する学生定員は、平成１７年度までの間は、次のとおりとする。 

    年度 

学科 

平成１２年度 平成13年度～平成16年度 平成１７年度 

入学定員 収容定員 入学定員 収容定員 入学定員 収容定員 

 

国 文 科 

初等教育科 

人 

６０ 

５０ 

人 

１２０ 

１００ 

人 

６０ 

５０ 

人 

１２０ 

１００ 

人 

４０ 

５０ 

人 

１００ 

１００ 
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計 １１０ ２２０ １１０ ２２０ ９０ ２００ 

   附 則 

この変更学則は、平成13年４月１日から施行する。 

   附 則  

この変更学則は、平成14年４月１日から施行する。 

 （ただし、第３２条の授業料については、平成１４年度入学生より適用する） 

   附 則      

この変更学則は、平成15年４月１日から施行する。 

   附 則   

 この変更学則は、平成16年４月１日から施行する。 

   附 則  

この変更学則は、平成17年４月１日から施行する。 

   附 則  

 この変更学則は、平成17年12月１日より施行する。 

   附 則  

 この変更学則は、平成18年４月１日から施行する。 

   附 則       

この変更学則は、平成19年４月１日から施行する。 

   附 則  

 この変更学則は、平成20年４月１日から施行する。 

   附 則  

 この変更学則は、平成21年４月１日から施行する。 

   附 則      

 この変更学則は、平成22年４月１日から施行する。 

 （ただし、別表第１（第１９条第１項関係）の「日本文化理解Ⅰ」、「日本文化理解Ⅱ」の

授業科目は、平成２１年度入学生より適用する。） 

   附 則       

この変更学則は、平成23年４月１日から施行する。 

 （ただし、平成２２年度入学生までは、改正前の学則を適用する。第２３条は平成２１年度

秋学期入学生より適用する。） 

   附 則       

この変更学則は、平成24年４月１日から施行する。 

   附 則    

この変更学則は、平成25年４月１日から施行する。 

   附 則   

この変更学則は、平成27年４月１日から施行する。 

   附 則   

  この変更学則は、平成28年４月１日から施行する。 

   附 則   

  この変更学則は、平成29年４月１日から施行する。 
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  なお、第３４条に規定する検定料等の金額（教育充実費）については、平成３０年度入学

生より適用する。 

   附 則            

この変更学則は、平成30年４月１日から施行する 

   附 則          

この変更学則は、平成31年４月１日から施行する。 

 （ただし、平成３０年度入学生までは、改正前の学則を適用する。） 

   附 則 

この変更学則は、令和２年４月１日から施行する。 

   附 則            

この変更学則は、令和３年４月１日から施行する。 

  附 則 

この変更学則は、令和３年１１月１７日から施行する。 

 ただし、第３４条に規定する検定料等の金額（授業料）については、令和５年度入学生よ

り適用する。 

なお、令和４年度以前の入学生については、下表を適用する。 

（単位：円） 

項   目 学   科 金   額 

検  定  料 

入  学  料 

授  業  料（年  額） 

授  業  料（年  額） 

教育充実費（年  額） 

国 文 学 科 ・ 子 ど も 学 科 

国 文 学 科 ・ 子 ど も 学 科 

国 文 学 科 

子 ど も 学 科 

国 文 学 科 ・ 子 ど も 学 科 

３０，０００ 

２２０，０００ 

５４０，０００ 

５６０，０００ 

３８０，０００ 

 

 附 則            

この変更学則は、令和４年４月１日から施行する。 

（ただし、令和３年度入学生までは、改正前の学則を適用する。） 

附 則 

この変更学則は、令和５年４月１日から施行する。 

（令和４年度以前の入学生については、改正前の学則を適用する。ただし、第２５条、第

３０条及び別表第５（第４条関係）については、令和４年度入学生より適用する。） 

 ただし、第３４条別表第４は、令和６年度入学生より適用する。 
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別表第１（第２１条第１項関係） 

（１）教養科目 

授業科目 
単位数 

時間数 備 考 
必修 選択 

基礎力プログラムⅠ（初年次教育） 

基礎力プログラムⅡ 

基礎力プログラムⅢ 

基礎力プログラムⅣ 

健康とスポーツ 

 

 

ストレスマネジメント 

自然と環境 

役立つ文章表現 

日本国憲法 

英語コミュニケーションⅠ 

英語コミュニケーションⅡ 

情報リテラシーの基礎 

情報リテラシーの応用 

情報リテラシー 

シティズンシップ論 

シティズンシップ論 

ビジネスマナー 

キャリアデザイン 

ボランティア 

児童文学 

１ 

１ 

１ 

１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 

 

 

２ 

 

 

 

 

２ 

 

 

２ 

２ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

２ 

 

２ 

２ 

 

２ 

２ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

６０ 

 

 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

 

 

国文学科開設 

国文学科開設 

子ども学科開設 

（講義１５時間、 

実技４５時間） 

国文学科開設 

 

子ども学科開設 

子ども学科開設 

 

 

国文学科開設 

国文学科開設 

子ども学科開設 

国文学科開設 

子ども学科開設 

国文学科開設 

 

国文学科開設 

子ども学科開設 

 

（２）専門科目 

授業科目 
単位数 

時間数 備 考 
必修 選択 
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国

文

学

科 

専 

門 

科 

目 

日本文学史 

日本史概論 

古典文学講読Ⅰ 

古典文学講読Ⅱ 

近現代文学講読Ⅰ 

近現代文学講読Ⅱ 

文学と社会 

文学と地域 

ジェンダーと文学 

映像文化論 

メディア文化論 

現代文化論 

異文化理解 

地域の歴史と民俗文化 

子どもと文学 

子どもの心理学 

文章表現 

日本語学 

書道Ⅰ 

書道Ⅱ 

書道Ⅲ 

書道Ⅳ 

基礎ゼミ 

ゼミⅠ 

ゼミⅡ 

インターンシップ 

絵本の世界Ⅰ 

絵本の世界Ⅱ 

２ 

２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 

２ 

 

 

 

 

２ 

２ 

２ 

 

 

 

 

 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

 

２ 

２ 

２ 

２ 

 

 

 

 

２ 

２ 

２ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

専
門
科
目
／
司
書

の
資
格
に
関
す
る

専
門
科
目 

生涯学習概論 

図書館概論 

児童サービス論 

図書・図書館史 

 
２ 

２ 

２ 

２ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

※ 

※ 

※ 

※ 

 

備考 

※は、別表第２「１司書の資格に関する科目」にも含む。 

 

 

子

ど

も

学

科 

教
科
及
び
教
科
の
指
導

国語科概論 

社会科概論 

算数科概論 

理科概論 

生活科概論 

家庭科概論 

 

 

 

 

 

 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 
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法
に
関
す
る
科
目
／
領
域
及
び
保
育
内
容
の
指
導
法
に
関
す
る
科
目 

英語科概論 

器楽入門 

音楽Ⅰ（器楽） 

音楽Ⅱ（音楽表現法） 

音楽Ⅲ 

図画工作Ⅰ 

図画工作Ⅱ 

体育Ⅰ 

国語科教育法 

社会科教育法 

算数科教育法 

理科教育法 

生活科教育法 

家庭科教育法 

音楽科教育法 

図画工作科教育法 

体育科教育法 

英語科教育法 

教育情報処理 

保育内容総論 

保育内容（健康） 

保育内容（人間関係） 

保育内容（環境） 

保育内容（言葉） 

保育内容（表現） 

 

１ 

１ 

 

 

１ 

２ 

 

 

１ 

１ 

 

１ 

１ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

１ 

１ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

教

育

の

基

礎

的

理

解

に

関

す

る

科

目

等 

教職概論 

教育原理 

発達心理学 

特別支援教育 

教育制度論 

教育課程論 

道徳の理論と指導法 

特別活動及び総合的な学習の時間の指導法 

教育方法・技術論 

教育とICT活用 

生徒指導及び進路指導論 

幼児理解と援助 

教育相談 

教職実践演習（幼・小） 

教育実習指導（小） 

教育実習指導（幼） 

教育実習（小） 

教育実習（幼） 

教育実習Ⅱ 

２ 

２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

１ 

２ 

２ 

２ 

２ 

１ 

１ 

４ 

４ 

２ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

１５ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

４５ 

４５ 

１２０

１２０ 

８０ 
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人権教育 ２  ３０ 

保

育

に

関

す

る

専

門

科

目 

社会福祉 

ｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞﾏｲﾝﾄﾞ研究 

保育原理 

保育者論 

子どもの食と栄養 

障害児保育 

保育実習指導Ⅰ 

保育実習指導Ⅱ 

施設実習指導 

保育実習Ⅰ 

施設実習 

保育実習Ⅱ 

保育実践演習 

保育の計画と評価 

子ども家庭支援の心理学 

子育て支援 

子ども家庭福祉 

社会的養護Ⅰ 

社会的養護Ⅱ 

子どもの理解と援助 

子どもの保健 

子どもの健康と安全 

子ども家庭支援論 

乳児保育Ⅰ 

乳児保育Ⅱ 

幼児と健康 

幼児と人間関係 

幼児と環境 

幼児と言葉 

幼児と身体表現 

幼児と音楽表現 

幼児と造形表現 

２ 

 

２ 

 

２ 

 

２ 

２ 

２ 

１ 

１ 

１ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

８０ 

８０ 

８０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

１５ 

１５ 

１５ 

１５ 

１５ 

１５ 

１５ 
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別表第２（第２２条第２項関係） 

１ 司書の資格に関する科目 

授業科目 
単位数 

時間数 備 考 
必修 選択 

生涯学習概論 

図書館概論 

図書館制度・経営論 

図書館情報技術論 

図書館サービス概論 

情報サービス論 

児童サービス論 

情報サービス演習Ⅰ 

情報サービス演習Ⅱ 

図書館情報資源論 

情報資源組織論 

情報資源組織演習Ⅰ 

情報資源組織演習Ⅱ 

図書・図書館史 

図書館施設論 

 ２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

※ 

※ 

 

 

 

 

※ 

 

 

 

 

 

 

※ 

 

備考 

 ※は、別表第１（２）専門科目にも含む。 

 

２ 司書教諭の資格に関する科目 

授業科目 
単位数 

時間数 備 考 
必修 選択 

学校経営と学校図書館 

学校図書館メディアの構成 

学習指導と学校図書館 

読書と豊かな人間性 

情報メディアの活用 

 ２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 
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別表第３（第２３条関係） 

授業科目 
単位数 

時間数 備 考 
必修 選択 

日
本
語
能
力
科
目 

日本語Ⅰ（総合）１ 

日本語Ⅰ（総合）２ 

日本語Ⅰ（総合）３ 

日本語Ⅰ（総合）４ 

日本語Ⅱ（会話）１ 

日本語Ⅱ（会話）２ 

日本語Ⅲ（文法）１ 

日本語Ⅲ（文法）２ 

日本語Ⅲ（文法）３ 

日本語Ⅳ（聴解）１ 

日本語Ⅳ（聴解）２ 

日本語Ⅴ（読解）１ 

日本語Ⅴ（読解）２ 

日本語Ⅴ（読解）３ 

日本語Ⅵ（作文）１ 

日本語Ⅵ（作文）２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

 ３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

３０ 

 

日本事情

科目 

日本理解Ⅰ 

日本理解Ⅱ 

２ 

２ 

 ３０ 

３０ 

 

備考 

外国人留学生の教育課程にあっては、教養科目「キャリアデザイン」、国文学科専門科目「

ゼミⅠ」「ゼミⅡ」は開設しないものとする。 
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別表第４（第３４条関係） 

 検定料、入学料、授業料、教育充実費                   （単位、円） 

項   目 学   科 金   額 

検 定 料 

入 学 料 

授 業 料（年 額） 

授 業 料（年 額） 

教育充実費（年 額） 

国 文 学 科 ・ 子 ど も 学 科 

国 文 学 科 ・ 子 ど も 学 科 

国 文 学 科 

子 ど も 学 科 

国 文 学 科 ・ 子 ど も 学 科 

３０，０００ 

２２０，０００ 

６００，０００ 

６２０，０００ 

４２０，０００ 

 

なお、検定料、入学料は、次の入学者の選考については、下表のとおりとする。 

（単位、円） 

項   目 学   科 金   額 

検定料（法人内指定校推薦入試） 

検定料（学校推薦型選抜指定校型） 

検定料（全入試区分再受験者） 

入学料（法人内指定校推薦入試） 

入学料（社会人入試の本学卒業生） 

入学料（家族在学特典） 

学 科 共 通 

学 科 共 通 

学 科 共 通 

学 科 共 通 

学 科 共 通 

学 科 共 通 

 免除 

 免除 

 免除 

 免除 

１００，０００ 

１００，０００ 
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別表第５（第４条関係） 

 

滋賀文教短期大学 ３つのポリシー 

 

【学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー：ＤＰ）】 

「学位授与の方針」とは、卒業までにどのような能力や態度を身につければ、卒業を認定

し学位を授与するのかという方針を定めたものです。 

滋賀文教短期大学は、建学の精神に基づく本学の教育及び短期大学士課程教育を通し

て、次の学修成果を身につけている学生に学位を授与します。 

① 建学の精神に則り、倫理観を身に付け、社会に貢献することができる 

② 教育課程で身につけた知識・技能等を総合的に活用することができる 

③ 生涯学び続けようとする姿勢を身に付けている 

 

【教育課程編成･実施の方針（カリキュラム・ポリシー：ＣＰ）】 

「教育課程編成・実施の方針」とは、「学位授与の方針」を達成するために、どのようなカ

リキュラムを編成し、実施していくのかという方針を定めたものです。 

滋賀文教短期大学は、学生が学位授与の方針に示されている要件を達成できるように、次

の方針に基づきカリキュラムを編成します。 

① 社会生活を営むうえで必要となる広い教養を身につけるために、教養科目を設置する 

② 各学科の教育目的・目標に則した専門的な技術・知識を身につけるために、専門科目

を設置する 

③ 学修に関する基礎的な知識や態度などを身につけるために、初年次教育科目を１年次

春学期の必修科目とする 

 

【入学者受け入れの方針（アドミッション・ポリシー：ＡＰ）】 

本学は、身につけた専門知識や技術をいかして社会に貢献できる人材を養成しています。 

そのためには、学内の学びだけではなく、実際に地域の中で「体験活動」をとおして学ぶ 

ことが大切です。豊富な「体験活動」により意欲の向上や知識・技能の定着を図り、卒業後

即戦力として地域で活躍することを目指します。 

入学する皆さんには、滋賀文教短期大学の学生として、以下の能力や態度を身につけてい

ることを期待しています。 

① 〔使命感〕将来、職業人として自身の責任を果たそうとする人 

② 〔倫理観〕社会生活で守るべき道理に基づいて行動できる人 

③ 〔主体性〕本学での学びや課外活動などに、意欲・関心をもって挑戦し続けようとす

る人 
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国文学科「教育目的」、「教育目標」、「３つのポリシー」、「学修成果」 

【教育目的】 

 国文学科の教育課程で身につけた幅広い知識と教養をもって社会で自立できる人材を養

成することを教育目的とする。 

 

【教育目標】 

① 確かな倫理観と使命感を規範に、様々な課題に対する解決に取り組むことができる

主体性を身につける。 

② 日本文学・文化及び日本語についての幅広い知識と教養を身につける。 

③ 柔軟かつ適切な思考力・判断力と、それらを表現できる能力を身につける。 

④ 課題を適切に捉え、課題解決に向けて着実に実践できる力を身につける。 

⑤ 多様な人と良好な人間関係を構築し、課題に対して協働できる能力を身につける 

 

【学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー：ＤＰ）】 

【主体性】【倫理観・使命感】 

≪主体性及び倫理観・使命感に関する学修成果を身につけている。≫ 

本学の学修で獲得した力（DP に定める力）をもって社会で自立するために、主

体性は最も重要な力です。自ら挑戦し、成功や失敗の経験を繰り返すことで生涯

成長し続けることができます。 

      また、主体的な行動の規範になるのは、人としての倫理観と、社会人としての

使命感です。 

＜学修成果（できるようになること）＞ 

① 自らの意思で考え行動することができる。 

② 生涯にわたり、学び続ける姿勢を持つことができる。 

③ 倫理観と社会で自立しようとする使命感を持つことができる。 

【専門性】【知識・技能】 

≪専門性及び知識・技能に関する学修成果を身につけている。≫ 

   文学・文化・日本語の学修で身につく専門性や知識・技能によって、リテラシ

ー（読み書き等の力）や教養（社会人として必要な広い知識や品位）を高められ

ます。 

リテラシーや教養は、情報を正確に理解し活用することを可能とし、この力に

よって、これから社会がどのように変化しようとも、課題の解決に努めることが

できます。 

       また、文学・文化・日本語を学修することは、古今多くの英知に触れることで

あり、それらの知識・技能が自身の世界を拡げ、生涯成長していくことを助けて

くれます。 

＜学修成果（できるようになること）＞ 

① 文学・文化・日本語に関する基礎的な知識・技能を身につけることができる。 

          ② 文学・文化・日本語に関する基礎的な知識・技能を社会生活に役立てること 

ができる。 
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      ③ 読解を通じ、物事の本質や背景を理解しようとすることができる。 

      ④ 生涯にわたり、成長を可能とする幅広い教養を身につけることができる。 

      ⑤ 情報を収集し、分析することができる。 

      ⑥ ICTを初歩的に活用することができる。 

【思考力・判断力】【表現力】 

≪思考力・判断力及び表現力に関する学修成果を身につけている。≫ 

   文学・文化の鑑賞が人間や社会についての理解を深め、様々な教えを自身の思考

 や規範として形成することができます。それらを通して深められた思考力や判断力

 は、あらゆる社会生活において助けとなります。 

     また、自らの考えをはじめとする様々な事柄を言葉によって適切に表現し相手に

伝える表現力は、本学での学修を着実に行い、社会生活を円滑に営むために欠かす

ことのできない能力です。 

＜学修成果（できるようになること）＞ 

① 豊かな想像力と共感の力を身につけることができる。 

② 状況に応じて適切な判断を行うことができる。 

③ 自らの考えや意見を適切に表現することができる。 

【課題発見力】【課題解決力】 

≪課題発見力及び課題解決力に関する学修成果を身につけている。≫ 

自己の責務や成長に対して常に向上心を持ち、課題や改善点を発見及び分析でき

る課題発見力と、その課題や改善点に対して、適切な解決策をもって着実に改善に

取り組むことのできる課題解決力によって、生涯学び続け自立した社会人として成

長していけることができます。 

＜学修成果（できるようになること）＞ 

① 自己の成長について向上・改善に努めることができる。 

② 現状を分析し課題を明らかにしようとすることができる。 

③ 課題解決や改善に粘り強く取り組むことができる。 

【コミュニケーション力】【協働力】 

≪コミュニケーション力及び多様な人と協働する力に関する学修成果を身につけ 

ている。≫ 

文学・文化・日本語の学修でリテラシー（読み書き等の力）や教養を高めること

は、コミュニケーション力を養うことにつながります。言葉の意味や行間を解釈し、

適切な言語で物事を伝えることで相互理解は深まり、多様な人と良好な関係を築く

ことができます。 

     また、それらのコミュニケーション力と、多様な人に働きかけチームとして成果

を上げることのできる協働力によって、個人では解決できない課題に対しても立ち

向かうことができます。 

＜学修成果（できるようになること）＞ 

① 適切な言葉を用いて多様な人とコミュニケーションを図ることができる。 

② 多様な人と関わる中で共通の目的・目標や課題を見つけることができる。 

③ 課題に対して多様な人々と協働することができる。 
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【教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー：ＣＰ）】 

＜編成の方針＞ 

 国文学科は、学生がディプロマ・ポリシーを達成し、学修成果を獲得できるよう、

次のような教育課程を編成します。 

   ① 学修や社会参画への主体性及び社会で自立しようとする使命感を向上させるため 

の科目を設置し、必修とします。 

② 倫理観を育むため、今日に至る日本人の考え方や文化を学ぶことのできる科目を 

設置します。 

③ 建学の精神に基づく本学が目指す人材像の理解と、大学で学修するための基礎的

な知識・技能及び態度を身に付けるため、1 年次春学期に初年次教育科目を設置し、

必修とします。 

④ 専門的な知識・技能を身につけるため、専門科目を段階的・体系的に設置します。 

⑤ 学問への探求活動と身につけた学修成果を総合的に活用するため、「ゼミ」を設置

し、必修とします。 

⑥  職業人としての基礎的な力を身に付けるため、リテラシー能力や基礎的な ICT 技

能を学ぶことのできる科目を設置します。 

⑦ 職業人としてより専門的な力を身に付けるため、「図書館司書」「実践キャリア実

務士」「認定絵本士」の資格取得に関する科目を設置します。 

＜実施の方針＞ 

国文学科は、学生がディプロマ・ポリシーを達成し、学修成果を獲得できるよう、

次のように教育に取り組みます。 

① 主体性と自己肯定感が高められるように指導します。 

② 演習科目を中心に、体験的な学修を通した教育を行います。また、地域と連携し、

実践的な学修機会の提供に努めます。 

③ 学修を通し身につけた総合的な力を発揮させながら成長していく「基礎力プログ

ラム」においては、国文学科の全専任教員が関わり合いながら、プログラム全体を

検討し、指導します。 

④ 「ゼミ」においては、複数の専任教員で分割担当し、教員や学生同士の学び 合い

による主体的な学修を促進させます。 

⑤ 授業の質の向上と学修支援のため、ICTを積極的に活用します。 

⑥ 思考力・判断力を高めるため、論理的な思考をもって自らの成果を導き出せるよ

うに指導します。 

⑦ 表現力を高めるため、学修成果をアウトプットする機会を積極的に設けます。 

    ⑧ 課題発見力や課題解決力を高めるため、PDCAの学修サイクルに基づいた教育を実 

践します。 

⑨ 特にコミュニケーション力や協働力を高めるため、グループワークや発表などの

実践を取り入れながら指導します。 

＜評価の方針＞ 

 アセスメント・プランに基づき、適正に評価します。詳しくは、アセスメント・プ

ランを参照してください。 



- 24 - 

【入学者受け入れの方針（アドミッション・ポリシー：ＡＰ）】 

＜受け入れの方針＞ 

   国文学科は、文学、文化、歴史などに興味がある人はもちろん、学びを通して社会人

としての素養を身につけ、将来は幅広い分野で活躍したいと考える人に入学してほしい

学科です。 

   国文学科では、単に文学だけを学ぶのではなく、文学の学びを通して身につけた力を

もって、社会で自立できる人材になれることを目的としています。そのため、社会人と

して求められる幅広い力や、キャリア形成に役立つ力を養成するための教育課程が設定

されています。 

このようなことから、国文学科では以下の能力や態度を身につけている学生を受け入

れます。 

① 日本語、日本文学・文化、司書資格など国文学科での学びに対して意欲・関心 

を持っている人〔意欲・関心〕 

② 日本語、日本文学・文化、司書資格など国文学科で学ぶための基礎学力を身に 

つけている人〔知識・技能〕 

③ 目標に向かって課題を明らかにし、改善に向け主体的に取り組む意欲を持って 

いる人〔主体性・課題発見力〕 

④ 自身の考えを客観的・論理的に表現する力を身につけたい人〔思考力・判断 

力・表現力〕 

＜実施の方針＞ 

国文学科では、次の力を多面的・総合的にはかることを重視した選抜方法を設定

し、その方法と配点は募集要項等に示します。 

これらの人材を広く求めるために、多様な入学試験を実施します。 

  ① 滋賀文教短期大学の建学の精神を体現できる素養 

② 国文学科の入学者受け入れの方針 

③ 学力の三要素（(1)知識・技能、(2)思考力・判断力・表現力、(3)主体性を持って

多様な人々と協働して学ぶ態度） 

 

子ども学科「教育目的」、「教育目標」、「３つのポリシー」、「学修成果」 

【教育目的】 

幅広い知見と豊かな教養を備え、子どもに関わる専門的な知識・技能と実践力を修 

得し、向上心や探求心をもって保育・教育の分野に広く携わることのできる人材を養

成することを教育目的とする。 

 

【教育目標】 

① 確かな倫理観と使命感を規範に、保育・教育の課題解決や自己の成長に取り組むこ

とができる主体性を身につける。 

② 保育・教育に関わる専門的な知識・技能を身につける。 

  ③ 適切な保育・教育を行うための思考力・判断力と、それらを表現できる能力を身に

つける。 
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  ④ 保育・教育の課題を適切に捉え、課題解決に向けて着実に実践できる力を身につけ

る。 

  ⑤ 他者と良好な人間関係を構築し、課題に対して協働できる能力を身につける。 

 

【学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー：ＤＰ）】 

【主体性】【倫理観・使命感】 

≪主体性及び倫理観・使命感に関する学修成果を身につけている。≫  

   本学の学修で獲得した力（DP に定める力）をもって社会に貢献するために、主体性は

最も重要な力です。自ら挑戦し、成功や失敗の経験を繰り返すことで生涯成長し続ける

ことができます。 

また、主体的な行動の規範になるのは、人としての倫理観と、保育者・教育者として

の使命感です。 

＜学修成果（できるようになること）＞ 

① 自らの意思で考え行動することができる。 

② 生涯にわたり、学び続ける姿勢を持つことができる。 

③ 倫理観と保育者・教育者としての使命感を持つことができる。 

【専門性】【知識・技能】 

≪専門性及び知識・技能に関する学修成果を身につけている。≫ 

 保育所保育指針、幼稚園教育要領及び小学校学習指導要領に基づく専門的な知識・技

能等の、学内外で修得する専門性をもって、子ども一人ひとりの可能性を引き出す保

育・教育を実践することができます。 

 また、保育・教育に関わらず幅広い知識・技能は、人間的な成長や専門性を生涯高め

続けるための基礎となります。 

＜学修成果（できるようになること）＞ 

・保育士養成コース 

① 保育・教育に関する基礎的・基本的な知識・技能を理解することができる。 

② ピアノに関する基礎的・基本的な技能を理解することができる。 

③ 子どもの発達に関する基礎的・基本的な知識を理解することができる。 

④ 子どもや家庭に対する相談や援助の方法を理解することができる。 

⑤ ICTを初歩的に活用することができる。 

⑥ 社会の保育・教育に関するニーズや課題を理解することができる。"  

・小学校教諭養成コース 

① 教育に関する基礎的・基本的な知識・技能を理解することができる。 

② 基礎的な指導力や授業方法を理解することができる。 

③ 子どもの発達に関する基礎的・基本的な知識を理解することができる。 

④ 子どもや家庭に対する相談や援助の方法を理解することができる。 

⑤ ICTを初歩的に活用することができる。 

⑥ 社会の教育に関するニーズや課題を理解することができる。 

【思考力・判断力】【表現力】 

≪思考力・判断力及び表現力に関する学修成果を身につけている。≫  
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   課題に対して物事を多面的且つ論理的に考えることができる思考力と、適切な判断力

によって、子どもにとって最良の保育・教育を実践することができます。 

   また、豊な表現力によって、質の高い保育・教育の実践のみならず、子どもや保護者

との良好なコミュニケーションを築くことができます。 

＜学修成果（できるようになること）＞ 

① 課題に対して、物事を多面的且つ論理的に考えることができる。 

② 子どもの健康と安全に必要な行動を判断することができる。 

③ 保育者・教育者として豊かに表現することができる。 

【課題発見力】【課題解決力】 

≪課題発見力及び課題解決力に関する学修成果を身につけている。≫  

 子ども一人ひとりの可能性を引き出す保育・教育を実践するためには、子ども自身に

関する情報のみならず、家庭のニーズや子ども達を取り巻く様々な環境を知ることので

きる課題発見力と、解決に向かって適切な手段を選択し粘り強く解決に取り組んでいく

課題解決力が不可欠です。 

   また、保育・教育内容や自己の成長に対して常に向上心を持ち、課題や改善点を発見

及び分析できる課題発見力と、その課題や改善点に対して、適切な解決策をもって着実

に改善に取り組むことのできる課題解決力によって、質の高い保育・教育を実践ととも

に、自身も生涯学び続け成長することができます。 

＜学修成果（できるようになること）＞ 

① 自己の成長や保育・教育の学びについて向上・改善に努めることができる。 

② 現状を分析し課題を明らかにしようとすることができる。 

③ 課題解決や改善に粘り強く取り組むことができる。 

【コミュニケーション力】【協働力】 

≪コミュニケーション力及び他者と協働する力に関する学修成果を身につけている。≫ 

 言語のみならず非言語を含めた「伝える力」、理解するためだけではなく共感から愛情

を育む「聴く力」、相手を尊重する「多様性を受け入れる態度」等のコミュニケーション

力によって、子どもや保護者との信頼関係を築くことができます。 

   また、それらのコミュニケーション力と、他者に働きかけチームとして成果を上げる

ことのできる協働力によって、個人では解決できない課題に対しても立ち向かい、質の

高い保育・教育を実践することができます。 

＜学修成果（できるようになること）＞ 

① 社会人として相応しい言動をとることができる。 

② 相互理解や共感に努めながら対話することできる。 

③ 課題に対して多様な人々と協働することができる。 

 

【教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー：ＣＰ）】 

＜編成の方針＞ 

  子ども学科は、学生が学位授与の方針を達成し、学修成果を獲得できるよう、次のよう

な教育課程を編成します。 
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① 学修や社会参画への主体性及び保育・教育への使命感を向上させるための科目を設

置し、必修とします。 

  ② 建学の精神に基づく本学が目指す人材像の理解と、大学で学修するための基礎的な知  

   識・技能や態度を身につけるため、1年次春学期に初年次教育科目を設置し、必修とし 

ます。 

③ 保育及び幼児教育の専門的知識・技能を修得するための「保育士養成コース」、小学

校教育の専門的知識・技能を修得するための「小学校教諭養成コース」に、各専門科

目を 段階的・体系的に設置します。 

④ 職業人としての基礎的な力を身につけるため、リテラシー能力や基礎的なICT技能を

学ぶことのできる科目を設置します。 

  ⑤ 地域課題の理解と、課題解決を通した学修成果の総合的な獲得のため、「基礎力プロ 

グラム」を設置し、必修とします。 

＜実施の方針＞ 

   子ども学科は、学生が学位授与の方針を達成し、学修成果を獲得できるよう、次のよ 

うに教育に取り組みます。 

① 主体性と自己肯定感が高められるように指導します。 

② 学修成果を発揮する基礎となる適切な倫理観及び使命感を高められるように指導し

ます。 

③ 演習科目を中心に、体験的な学修を通した教育を行います。また、地域と連携し、

実践的な学修機会の提供に努めます。 

④ 自然豊かな本学の環境を生かした教育に努めます。 

⑤ 学修を通し身につけた総合的な力を発揮させながら成長していく「基礎力プログラ

ム」においては、子ども学科の全専任教員が関わり合いながら、プログラム全体を検

討し、指導します。 

⑥ 音楽関係科目においては、知識・技能を着実に修得できるようにするため、複数の

教員で指導します。 

⑦ 授業の質の向上と学修支援のため、ICTを積極的に活用します。 

⑧ 思考力・判断力を高めるため、保育・教育現場の事例に基づいた教育を実践しま

す。 

⑨ 表現力を高めるため、学修成果をアウトプットする機会を積極的に設けます。 

⑩ 課題発見力や課題解決力を高めるため、PDCAの学修サイクルに基づいた教育を実践

します。 

⑪ コミュニケーション力や協働力を高めるため、グループワークや発表などの実践を

取り入れながら指導します。 

⑫ 学修成果の着実な獲得を支援するため、「基礎力プログラム」と音楽関連科目におい

ては補習の時間を設置し、指導します。 

⑬ 学修の質保証と社会的責任を果たすため、実習科目には履修基準を設けます。 

＜評価の方針＞ 

 アセスメント・プランに基づき、適正に評価します。詳しくは、アセスメント・プラ

ンを参照してください。 



- 28 - 

 

【入学者受け入れの方針（アドミッション・ポリシー：ＡＰ）】 

＜受け入れの方針＞ 

   子ども学科は、保育・教育などに興味があり、将来は保育・教育の分野で活躍したい

と考える人に入学してほしい学科です。 

   子ども学科では、保育士・幼稚園教諭・小学校教諭という、保育・教育に関する専門

職業人として社会に貢献するための専門的知識・技能を身につけることを目的としてい

ます。そのため、専門職業人として求められる力や、キャリア形成に役立つ力を養成す

るための教育課程が設定されています。 

このようなことから、子ども学科では以下の能力や態度を身につけている学生を受け

入れます。 

① 子どもに対する愛情と、保育・教育の学びに対して意欲・関心を持っている人〔意

欲・関心〕 

② 保育・教育を学ぶための基礎学力（特に「国語」）を身につけている人〔知識・技

能〕       

③  目標に向かって課題を明らかにし、改善に向け主体的に取り組む意欲を持っている 

人〔主体性・課題発見力〕 

④ 実践的な学びや、学び合いの基になる基礎的なコミュニケーション力を身につけて

いる人〔表現力〕 

＜実施の方針＞ 

子ども学科では、次の力を多面的・総合的にはかることを重視した選抜方法を設定し、

その方法と配点は募集要項等に示します。 

こ れらの人材を広く求めるために、多様な入学試験を実施します。 

① 滋賀文教短期大学の建学の精神を体現できる素養 

② 子ども学科の入学者受け入れの方針 

③ 学力の三要素（(1)知識・技能、(2)思考力・判断力・表現力、(3)主体性を持って多

様な人々と協働して学ぶ態度） 

 


